
 
 

 

令和７年度事業計画 
 

令和７年度は、昨年始まった第8次医療計画、ともにスタートした医療・介護・障害福

祉のトリプル改定への対応、医師の働き方改革（時間外労働上限規制）施行開始、医療法

人経営状況報告義務化への対応などに引き続き取り組む必要があります。 

また、鹿児島県においては超高齢化と人口減少がますます進行しており、鹿児島県医療

法人協会の果たすべき役割はますます大きくなっています。 

鹿児島県医療法人協会は現下の状況を踏まえ、協会設立の使命に則り事業目的の遂行に

向かって令和７年度の諸施策に取り組んでまいります。 

（1）鹿児島県地域医療構想への提言 

当協会は、各地域において進行している地域医療構想調整会議や、既に始まっている

2040年を見据えた議論に対し、引き続き適切な意見を発信してまいります。 

（2）医療事故調査等支援団体としての体制の整備 

医療事故調査制度は適切な制度として構築され平成27年10月施行されました。平成 

28年度の見直しも適切な内容となりました。また、医師法21条の解釈「外表異状」も 

行政、司法の場で確立されつつあります。しかしながら、医療事故調査制度の正しい理 

解とその周知の必要性は依然として極めて高く、日本医療安全調査機構（医療事故調査・ 

支援センター）の動向はもとより制度運用動向全般に注視した対応が求められています。 

また、死因究明制度関連施策も着々と進行しています。このため、令和７年度、鹿児島 

県医療法人協会は、 

① 講演会等を通じ、医療事故調査制度をはじめとする医療法務への対応を強化して

まいります。 

② 令和７年度も引き続き医療事故調査等支援団体としての体制を充実させてまいり

ます。 

③ 医療事故調査制度を中心とした死因究明制度をめぐる動きは刻一刻と変化してい

ます。これらを踏まえ関係団体と協力して、安心して医療のできる体制確保への

発信を行ってまいります。 

 



 
 

 

（3）医療法人経営に関する諸課題についての対応 

  ① 働き方改革に関する対応、医療法人経営状況報告義務化への対応など医療法人経営に直結

する主要課題における最新情報収集と会員への情報提供に努めてまいります。 

  ② 保険医指導・監査対応、その他、医療法人経営に関する諸課題の会員への情報収集、 

提供に努めてまいります。 

（4）会員の増強 

   未加入の医療機関に声掛けを行い鹿児島県医療法人協会への加入促進を図ります。 

（5）協会立看護専門学校の充実 

  医療法人協会立看護専門学校は、会員および地域医療機関に貢献できる看護学校と

して着実に歩んでまいりました。令和７年度は、引き続き会員医療法人との連携を密

にし、医療法人協会立の看護学校としての建学の主旨、教育理念の原点を踏まえなが

ら、学生の確保及び学校の運営の効率化に努め、財政の健全化を図ります。 

（6）行政・各種団体との協力・意見の提言 

  鹿児島県医療審議会等各種審議会、委員会等に委員を送り、医療法人協会としての

意見を反映させて行きます。 

  また、各種医療関係団体はじめ、他団体との連携を強化しつつ鹿児島県の医療・福

祉全般の今後の発展に貢献します。 

（7）医業経営関連事業 

  講演会、協会報等を通じて医業経営についての情報発信に努めます。 

（8）その他 

   関係するテーマに積極的に取り組んでまいります。 
以上 


